
ＴＰＰ参加に反対する意見書 
 
安倍晋三首相は、３月１５日に記者会見を行い、ＴＰＰ（環太平洋連携協定）につい

て、「交渉に参加する決断をした」と表明した。 
 これに先立ち、２月２３日にオバマ米国大統領と首脳会談を行い、ＴＰＰに関する日

米共同声明を発表したが、日本の一定の農産品について、センシティビティ（配慮すべ

き品目）の存在が認識されているが、関税撤廃対象からの除外が確認されたわけではな

く、ＴＰＰの特徴である「聖域なき関税撤廃」を前提にしたものとしか理解できない。 
 現時点で、ＴＰＰに関する国民への情報提供が十分とは言えない。ＴＰＰ交渉は、農

業問題だけでなく食の安全・安心、医療、保健、ＩＳＤ（国家と投資家の間の紛争解決）

条項など、国の形を変える重要な内容を含んでおり、多くの団体や国民の間で「参加反

対」の声が広がっている。 
 こうした声をないがしろにし、ＴＰＰに参加した場合の分野毎のメリット、デメリッ

トに関する政府統一試算もない中で、拙速に交渉参加を表明したことは、国益を損ねる

ことにつながる。 
 例外なき関税撤廃を原則とするＴＰＰは、食料供給を海外に依存し、国土を荒廃させ

るものであり、国内農業や地域経済の振興とは到底両立できるものではない。 
 美里町議会は、これまでもＴＰＰ交渉参加に反対し、慎重な対応を求めてきたところ

であるが、改めて政府に対しＴＰＰに参加しないよう強く要請するものである。 
 以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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